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仙台市及び宮城県の世帯構成と住宅事情

Ⅰ．目的
　21世紀になり７年が経過し、もはや日本
の住宅は「ウサギ小屋」などと揶揄されるこ
とはなくなった。最低居住水準未満世帯が多
かった公営住宅も、その多くは建て替えられ
始め、多くの人々はそれなりの住宅に住まう
ことができる状況になってきている。また、
旧建設省が制定した住宅建設五箇年計画も第
八期をもってその役目を終え、多くの都道府
県で持家に関しては目標とした誘導居住水準
を半数以上の世帯で達成することができた。
そして、これに代わるものとして、平成18
年６月には住生活基本法 1）が制定され、単に
面積だけではなく住生活の質が向上できる住
宅供給を目指すことになった。このような状
況から我が国の住宅はその面積においてもは
や拡大する必要性はないように思えるが、少
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子化の原因の一つとして住宅面積が十分でな
いことを挙げる世帯も多い。また実際に供給
されている分譲住宅を概観すると価格上昇を
抑えるために、特に大都市圏で狭小化した住
宅が相変わらず供給されている現実がある。
　そこで、本研究では平成17年に実施され
た国勢調査のデータ並びに国土交通省が行っ
ている新設住宅着工統計のデータを中心に分
析することにより、11番目の政令指定都市
である仙台市並びに宮城県の世帯と住宅の関
係を他の政令指定都市並びに東北６県と比較
しながら明らかにすることを目的とする。こ
れにより現在の住宅事情が住生活基本法の目
指す豊かに住生活を営むのにふさわしい住宅
であるかを検証する。
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Ⅱ．方法
１．人口及び世帯の現状分析
　日本に居住する全国民を対象として５年に
一度実施される国勢調査 2）が平成17年に実
施され、その結果が公表されつつある。この
データを利用し、仙台市並びに宮城県の人口
構成、世帯構成、世帯構成と住宅面積などの
関係を分析した。
　仙台市は1989年に11番目の政令指定都市
となり、人口、市域、住宅、世帯構成など大
都市としての特性を示すようになってきてい
る。この仙台の特性を分析するために、他の
政令指定都市との比較を行った。他の政令指
定都市として、仙台より以前に指定を受けて
いる札幌市、東京都、川崎市、横浜市、名古
屋市、京都市、大阪市、神戸市、北九州市、
福岡市および仙台市が指定された以降、かつ
国勢調査が実施されるまでに政令指定都市と
なったさいたま市、千葉市、静岡市、広島市
を対象とした。
２．住宅のフローの分析
　一時は170万戸を超えることもあった我が
国の年間の住宅着工戸数であるが、バブル崩
壊や不況の影響などもありここ数年は120万
戸から130万戸前後となっている。新設され
る住宅に関するデータは、国土交通省が実施
している新設住宅着工統計 3）に示されている
のでこのデータをもとに平成17年、18年、
および19年上期の新築住宅の戸数、床面積
のデータを分析した。
　新設住宅着工統計のデータの分析では新設
される住宅の戸数と床面積の情報は得られる
が間取りの情報は得ることができない。そこ
で、大手マンション供給業者が販売資料とし
て提供している資料をもとに間取りと面積を
中心に分析した。この方法では現在供給され
ている住宅の面積と間取りの関係を普遍的に
分析することはできない。しかし、不特定多
数を販売対象とするマンション業者は、市場
動向を分析し人気のある間取りを供給するの

が常であり、人気のない間取りの住戸を設計
することはない。その意味で少数の間取りの
分析であっても、新設住宅の間取りの一例を
とらえることができる。

Ⅲ．結果
１．仙台および宮城県の人口
　分析対象とした政令指定都市の人口および
その都市がその都道府県内で占める比率を図
１に示す。平成とともに政令指定都市に移行
した仙台の人口は約100万人と、他の都市と
比較してそれほど多いものではない。宮城県
の人口は236万人であるが、仙台市の人口は
その43%を占め、東京、京都に次いで高い
値を示している。またも仙台市の人口密度は
市域面積を周辺の市町村を合併したことによ
り平方キロあたり1308人と他の都市と比較
して多くはないが、実態に合わせた市域面積
を考えればその値は3000人近くになり、神
戸市や千葉市などと肩を並べることになる。
このように仙台市は人口集中が進み、以前に
も増して大都市としての様相を呈してきてい
るということができる。

　一方、東北地方の中で宮城県は東北唯一の
政令指定都市、仙台を有しているために、図
２に2000年の国勢調査絡果と比較した人口
の増減率を示すが、ほぼ０である。それ以外
の県では２ないし４％の減少と人口減少が続

図１　政令指定都市人口とその都道府県の人口
に対する比率
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いており、東北地方の中で人口が仙台市に集
中してきていることがわかる。

２．世帯構成
2.1　宮城県の世帯人員別世帯数
　核家族化および少子化が進行し一世帯あた
りの人員は減少傾向にある。我国の一般世帯
数は約4800万世帯、その内持家に居住する
世帯、すなわち持家率は62.1%となっており、
前回の平成12年の調査と比較して１ポイン
ト上昇している。一方、民営借家に居住する
世帯は27%、約1300万世帯ありこの両者で
約９割を占めることになる。
　持家と民営借家について世帯人員別の世帯
比率を図３、４に東北各県の場合について示
す。
　東北各県の持ち家では、３人以下の世帯の
比率が山形県を除いて60%以上ある。山形
県は５人以上の世帯人員を有する大家族が多
くみられる。これは65歳以上の者がいる世
帯の比率が山形県の場合高く、夫婦のどちら
かの親と同居している世帯が多いためであ
る。民営の借家に関しては１人世帯がいずれ
の県でも50%を超えている。２人世帯を含
めると70%以上となり、民営の借家におい
て子供がいる一般的な核家族世帯が居住して
いる例は少ないということができる。複数の
子供を持つ子育て世帯が民営の借家に住むこ

とができない、とみることもでき、少子化の
一因になっているとも考えられる。

2.2　政令指定都市の世帯人員別世帯数
　図５、６に政令指定都市の場合の持家と民
営借家について世帯人員別の世帯比率につい
て示す。
　政令指定都市の持家率は平均で 51% と
なっているが、仙台市は48.2%と平均以下に
なっている。
　政令指定都市の持家についてみると、４人
以上の世帯が30%前後となっている。さい
たま市、静岡市で４人以上の世帯の比率が他
の都市と比較して多くなっているが、これは
政令指定都市としての歴史が浅いことに起因
すると考えられる。札幌市、東京都では４人
以上の世帯の比率が25%程度しかない。仙
台市は横浜市、川崎市、名古屋市と類似の世

図２　2007年比増加率

図３　東北６県の世帯人員別世帯比率　持家

図４　東北６県の世帯人員別世帯比率　民営の借家
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帯構成となっており、政令指定都市に移行し
て20年が経過しようとしているが、都市機
能のみならず世帯構成の特徴も都市化してき
ている。民営借家の２人以下の世帯の比率は
80%を超えておりこれは、東京都、川崎市、
京都市、大阪市、神戸市、福岡市に次いで高
い値となっている。この値を見ても仙台市の
人口は100万人を少し超えた程度ではある
が、世帯の特徴からは大都市の特徴を持って
いるということができる。
　政令指定都市について住宅の所有関係別に
２人以下の世帯の比率を図７に示す。これに
よると、２人以下の世帯の比率はすべての都
市において民営の借家が最も高く、持家が最
も小さい値となっている。仙台市においては
公営の借家や都市機構・公社の借家での比率
が他の都市と比較して小さく、この種の住宅
に３人以上で居住している世帯が相対的に多
いということができる。

2.3　世帯人員と平均世帯人員
　一般世帯の１世帯当たりの世帯人員、平均
世帯人員を図８に示すが、これによると東北
の各県は2.7以上の値を示している。３人の
世帯の比率が小さかった山形県の平均世帯人
員は3.09と大きな値を示しており、これか
らも山形県では多人数世帯が多いことがわか
る。東北の中では宮城県の2.7が最も小さく、
仙台市の影響が反映されている。
　政令指定都市は東京区部の2.05がもっと
も低く、静岡市の2.62が最も高い値となっ
ている。仙台市の平均世帯人員は2.31と名
古屋市と同じ値である。これは平成12年の
2.36から0.05低下し、核家族化の進行と単身
世帯の増加が進行していることを裏付けてい
る。
　参考までに2000年の米国の平均世帯人員
は 2.59 人、 結 婚 し て い る 夫 婦 の 世 帯 が
51.7%、単身世帯が25.8%、家族ではなく２
人以上で暮らしている世帯が6.1%となって

図５　政令指定都市の世帯人員別世帯比率
持家

図６　政令指定都市の世帯人員別世帯比率
民営の借家

図７　政令指定都市の所有関係別２人以下
世帯の比率

図８　１世帯当たり人員
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いる。
　各政令指定都市の人口がその都道府県の人
口の中で占める割合を人口占有率とし、人口
占有率と２人以下の世帯の比率の関係を表し
たものを図９に示す。これによると占有率が
大きくなるにつれて２人以下の世帯率も大き
くなる傾向があることがわかる。これは、都
市に人口が集中することにより相対的に単身
者や夫婦だけの世帯が増大することを示して
いる。川崎市、大阪市、福岡市がややこの傾
向から外れているが、これは周辺に衛星都市
があり、結果的にこれらの都市の人口が相対
的に少なくなっているためで、都市化は単身
者や夫婦だけの世帯の増加を招くということ
に変わりはない。

2.4　高齢者世帯
　少子高齢化が進行していることは紛れもな
い事実であり平成17年の国勢調査によると、
全国平均で 20.3% と 20% を超えている。こ
れを市部と郡部に分けてみると、市部では
19.7%であるが、郡部では24.2%と約４分の
１が65歳以上である。東北６県についてみ
ると、青森県22.8%、岩手県24.7%、秋田県
27.0%、宮城県20.1%、山形県25.6%、福島県
22.8%となっており、宮城県以外は全国平均
を上回っている。特に秋田県での高齢化が顕
著である。

　65歳以上の親族がいる世帯の比率を東北
６県および政令指定都市について図10に示
す。これによれば人口の高齢者の比率を反映
したものとなっており、秋田県、山形県では
半数以上の世帯に65歳以上の親族が居住し
ている。65歳以上人口の比率が最も少ない
宮城県は36%と東北６県の中で世帯数の比
率も最も小さい値となっている。
　政令指定都市の中で仙台市は25%と川崎
市、福岡市に次いで小さい値となっており、
政令指定都市の中では65歳以上の親族がい
る世帯の比率が小さく、比較的若い都市であ
るということができる。
　次に65歳以上の親族がいる世帯を世帯人
員別に図11に示す。これによると、政令指
定都市では静岡市を除き60%以上の世帯で
世帯人員が２人となっており、高齢者が夫婦
だけで生活している世帯が多いといえる。子
供世帯と同居していると考えられる世帯は政
令指定都市では20から30%であるのに対し
東北６県では40%程度と、都市化が進むに
つれて子供世帯との同居は少ないことがわか
る。東北６県の中では山形県が65歳以上の
２人世帯が40%を切っており、また４人以
上の世帯も約47%と多く、多くの高齢者が
子供世帯と同居している姿がうかがわれる。
　政令指定都市における65歳以上の者のみ
の世帯の家族類型別世帯比率を図12に示す。
これによると東京都、大阪市、京都市、名古

図９　２人以下の世帯率と人口占有率

図10　65歳以上親族のいる世帯比率
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屋市といったところで単独世帯が多く、他の
都市でも単独世帯と夫婦のみの世帯がほぼ半
数ずついることがわかる。都会では多くの高
齢者が単独あるいは夫婦のみでひっそりと生
活している姿がこの数値からもわかり、孤独
死や事故死を防止するための支援策を充実し
ていかなければならない。

2.5　子供がいる世帯
　６歳未満および18歳未満の親族がいる世
帯の比率を東北６県及び政令指定都市につい
て図13に示す。東北６県および政令指定都
市の間で６歳未満の子供がいる世帯の比率は
約10％と大きな差はない。ただし、札幌市、
東京都、京都市、大阪市といったところでは
10%を下回っており大きな都市において少子
化が進んでいることがわかる。また、都市の
みならず秋田県でも６歳未満の子供がいる世
帯の比率が小さく、高齢化と少子化が同時に
進行しているということがいえる。
　18歳未満の親族がいる世帯は東北６県と
政令指定都市の間で差があり、前者が27%
から山形県、福島県において30%を超えて
いるのに対し、政令指定都市では、東京都、
京都市、大阪市で20%を下回っており、子
供がいる世帯の比率が相対的に小さくなって
いる。これは子供がいる世帯が少ないことと
単身世帯や世帯人員が２人の世帯が多いこと
が原因として考えられる。

2.6　まとめ
　東北６県及び仙台市を中心として政令指定
都市の世帯の特徴を概観したが、子供がいる
世帯が少なく単独世帯や２人世帯が多いこと
が明らかになった。特に２人以下の世帯は若
い世帯だけではなく高齢者の世帯でも多く存
在している。高齢者の増大を食い止めること
は不可能であるが、少子化を食い止めること
により相対的に高齢者の比率を低下させるこ
とにより高齢化を阻止することはできる。
　少子化の原因と対策はいろいろといわれて
いるが、住宅事情について言及した対策はあ
まり聞かれない。住宅建設五箇年計画に代
わって平成18年に制定された住生活基本法
においては良質な住宅のストックを形成する
ことを目標として様々なことが制定されてい
る。そのなかで誘導居住面積水準として戸建
てを想定した一般型では基本面積の25平米

図11　65歳以上親族がいる親族人員別世帯率

図12　65歳以上の者のみの世帯の家族累
計別世帯比率

図13　６歳未満および18歳未満親族のい
る世帯数の比率
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に加えて世帯人員１人当たり25平米、都市
型では15平米に加えて世帯人員１人当たり
20平米という基準が提示されている。これ
を基に考えれば、子供が一人いる世帯では一
般型で100平米、都市型で75平米、子供が
二人と想定すればそれぞれ125平米、95平
米となる。持家ならばこれだけの水準を達成
した住宅を手に入れることは困難ではない
が、子育て世代が持ち家を持つことは経済的
になかなか困難である。また、給与住宅が一
般的でないことを考えれば、民営の借家、公
営の借家、都市機構・公社の借家においてこ
れだけの水準を満足した住宅を供給していか
なければならない。
　また一方で単独世帯、２人以下の世帯が多
いという現実もある。２人世帯の都市型の誘
導居住面積水準は55平米となり、この程度
の面積の住宅はストックとして多く存在して
いる。しかし、間取りが多人数向けに造られ
ているものも多く、単独世帯や２人世帯に対
応した間取りとなっているものは少ない。
　すなわち、今後は政令指定都市などの都市
部における子育て世帯が複数の人数の子供が
育てられる良質な借家と、２人世帯向けの間
取りの住宅の供給を行っていかなければなら
ない。特に借家は民営の借家に負うところが
大きい。しかし、民間に十分な面積を持った
良質な借家の供給を求めることは難しいので
自治体が供給する公営の借家において、適切
な家賃負担でこの種の住宅を供給しなければ
ならない。また単独世帯や２人世帯といった
少人数の世帯を意識した住宅づくりも進めて
いかなければならない。戦後のDKタイプの
住宅の縛りから抜け出せないのか、１部屋当
たりの面積を小さくしてまで部屋数を増やす
間取りが多くみられるが、このような間取り
は少人数の世帯にとって必ずしも住みやすい
ものではない。部屋数を重視した間取りでは
ない新しいタイプの少人数世帯向けの間取り
を提案していく必要がある。

３．住宅の延べ面積と世帯数
3.1　所有関係別１人当たり延べ面積
　多人数で生活するためには広い住宅が必要
であるが、小人数では広い住宅が維持管理な
どの点において不都合な場合がある。住生活
基本法では良質な住宅の面積の基準として戸
建てを想定した一般型では基本面積の25平
米に加えて世帯人員１人当たり25平米、都
市型では15平米に加えて世帯人員１人当た
り20平米という基準が提示されている。そ
こで、国勢調査結果に基づいて東北６県及び
政令指定都市の住宅の所有関係別の１人当た
りの面積を求め、図14に示した。
　これによれば持家では政令指定都市におけ
る面積が東北６県と比較して小さいものの１
人当たり25平米という基準は満足している
ことがわかる。しかし、２人世帯の場合には
余裕分25平米を加えて１人当たりの面積を
算出すると37.5平米となり札幌市、仙台市、
静岡市、名古屋市、広島市および北九州市以
外はこの基準を満足していないことになる。
　持家以外を都市型住宅と仮定して住生活基
本法に示されている基準を適用すると２人世
帯で27.5平米となり東北６県の給与住宅以
外はこの基準を下回っている。また単独世帯
と仮定しても35平米必要でこの基準を満足
している住宅に居住している世帯はないとい
うことになる。この点からも持家以外の住宅
の質の向上、すなわち面積の拡大が望まれる。

図14　住宅の所有関係別１人当たり延べ面積



尚 絅 学 院 大 学 紀 要 第 55 集

172

3.2　世帯人員別１人当たり延べ面積
　持家ではおおむね誘導居住面積水準を満足
していることを示したが、さらに、政令指定
都市における世帯人員別の面積を持家および
供給戸数が多い民営の借家について世帯人員
別に示したものを図15及び16に示す。
　先に示した住生活基本法の一般型の誘導居
住面積水準を基準としてみると３人以下の世
帯ではこの水準を満足しているが、４人世帯
では１人あたりの面積が31.25平米となり一
部の市を除いてこの水準を満足していないこ
とになり、たとえ持家を持てたとしても子供
が３人以上いると十分な広さの住宅が手に入
れることが難しいということになる。
　都市型の誘導居住水準面積は１人当たり、
居住人員が１人、２人、３人、４人でそれぞ
れ 35、27.5、25、23.75 平米となるが、この
値と民営の借家における世帯人員別の１人当

たりの延べ面積を比較すると、すべての都市、
すべての世帯人員でこの水準を満足していな
いことがわかる。かろうじて１人世帯および
２人世帯で、東京都、川崎市を除いて近い水
準にはなっている。３人以上の世帯では水準
の面積との乖離が大きくなり、民営の借家に
３人以上で住むことはかなり窮屈な生活を強
いられることになり、これが民営の借家の大
部分は２人以下の世帯となっていることにつ
ながる。
　これらのことから、３人以上の世帯で生活
の質の向上、すなわち十分な空間を持った住
居で生活したいと思うならば、経済的な困難
を克服してでも持ち家を手に入れなければな
らないということになる。この経済的困難を
克服できない場合には、狭小な空間で生活す
るか子供の数を制限する、といった行動につ
ながることになり、少子化がますます進むこ
とになる。この観点からも少子化対策の一つ
として、良質な借家の供給が効果的な対策と
して挙げられる。

3.3　延べ面積別世帯数
　持家及び民営の借家について世帯人員別、
延べ面積別の世帯数を図17及び18に示す。
　持家は平均的に見れば誘導居住面積水準を
満足しているが、３人以上の世帯でこの水準
を満足できていない世帯も数多く存在する。
特に４人以上の世帯においてこの水準を満た
すことができない世帯が多く存在し、持家だ
からと言って子供が２人以上いる場合には誘
導居住面積水準を達成することが容易でない
ことがわかる。
　民家の借家に至っては70平米以上の住宅
に住む世帯は少なく、この水準以上の借家の
供給がほとんどないことがわかる。すなわち、
この点からも借家に居住するならば世帯人員
は３人が誘導居住面積水準を満足しながら居
住する限界である、ということがいえる。

図15　政令指定都市の世帯人員別１人当た
り延べ面積　持家

図16　政令指定都市の世帯人員別１人当た
り延べ面積　民営の借家
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４．新設住宅
4.1　新設住宅着工の分析

　平成18年には表１に示すように129万戸
余りの住宅が全国で建設された。これは17
年と比較して4.4%の増加である。中でも貸
家が対前年比 7.8% 増と大きく伸びており、
全建設戸数の42.1%を占めている。特に宮城
県では対前年比16.3%増で、全体の54.5%が
貸家であった。
　貸家の建設が増大することは低金利で銀行
預金などでは利息が期待できないので家賃収
入が利回りとして魅力があるということでも
ある。人口が減少に転じ始めているので需要
の増大が貸家建設を後押ししているとは考え
られない。利回りを期待して建設される住宅
はいかに低コストで建設して高い家賃を取る
か、ということに主眼が置かれるので質のい
い住宅供給は期待できない。このような住宅
が全体の半数近く建設されているということ

は、住宅供給において住生活基本法の精神が
全く生かされていないということができる。
　新設住宅の中で持家の比率は全国平均で
27.8%であり、宮城県もほぼ同じ値の27.5%
となっている。東北の他の県は青森県の57%
を筆頭に50%近くが持家として建てられて
いる。持家の場合、施主が予算の範囲内で家
族が生活するために十分な規模の住宅を建て
るので良質な住宅といえる。関東、近畿といっ
た大都市を抱える地域の持家の着工戸数は
20%代の前半となっており土地の入手難もあ
り持家の建設は多くない。このことが大都市
で良質な住宅が少ない一因となっている。
　給与住宅はいわゆる企業が給与の一部とし
て支給する社宅であるが、この戸数は全体の
0.7%とほとんどないに等しく、この種の住
宅の質は全体に影響を与えるものではない。
　分譲マンション、建売住宅から構成される
分譲住宅は全戸数に対して29.4%と持家以上
に建設されている。このうち、マンションが
18.5%と一戸建の10.7%を大きく上回ってい
る。特に関東、近畿といった大都市圏では分
譲住宅の中に占めるマンションの比率が高く
なっており一戸建ての供給が難しくなってき
ていることがわかる。分譲住宅の中でマン
ションは耐久性もあり長くにわたって使い続
けられるだけに、今後の住宅のストックに影
響を与えるものであり良質な物件が供給され
ていく必要がある。

4.2　平均床面積
　新設住宅着工統計には着工戸数とは別に着
工された住宅の床面積のデータが利用関係別

図17　世帯人員別、延べ面積別世帯数（持家）

図18　世帯人員別、延べ面積別世帯数（民営
の借家）

タイプ 戸数 延べ面積
（平米）

ＬＤ面積
（畳） 和室数 和室面積

（畳）
個 室 １
面積（畳）

個 室 ２
面積（畳）

２ＬＤＫ 11 73.4 14.5 3 5.3 7.5 6

３ＬＤＫ 87 78 13.2 64 5.8 6.8 5.7

４ＬＤＫ 58 95.7 14.5 51 5.7 7.3 6

５ＬＤＫ 1 115.9 16.1 1 6 8 6

表１　分譲マンションの特徴
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に提供されている。このデータを用いて新設
住宅の１戸当たりの床面積を利用関係別に求
め、東北６県及び東京、神奈川、愛知、大阪
および福岡の大都市を有する地方について図
示したものを図19に示す。データは平成18
年のものを用いたが、17年および19年上期
と比較して大きな違いはない。
　これによれば、持家は東京、神奈川、大阪
の大都市を含む地域で平均床面積が120平米
を少し上回る程度と小さいが、その他の地域
では140平米程度の面積が確保されており、
５人世帯であっても誘導居住面積水準を達成
できるだけの広さを備えている。特に山形県
では高齢者と同居する世帯が多いこともあり
160平米を超えている。一方、借家は青森県
を除いて40平米代で２人以下の世帯しか住
めないといった住宅が多く供給されている実
態が表れている。このような狭小な借家では
結婚して子供を育てるということはなかなか
難しく、持家を建てるか分譲住宅の購入と
いったことを考えざるを得ない。資力のない
世帯にとっては狭い借家で子供を育てるか子
供を持つことをあきらめるかという選択に迫
られることになり、少子化の一因になってい
ることは疑いもない事実である。
　分譲マンションは持家同様に東京や大阪と
いった大都市で80平米前後と面積は小さく
なるものの他の地域では90平米前後となっ
ており、都市型の誘導居住面積水準にあては
めれば４人世帯でも生活できる広さである。
通勤時間などの立地条件や価格はともかくと
して、新規に供給されているマンションにお
いては夫婦と子供二人が良質な生活を維持し
ながら生活できる空間が提供されているとい
うことができる。一方、一戸建てはマンショ
ンよりは広いものの、東京、神奈川で100平
米、その他の地域では110平米前後と４人世
帯が必要とする125平米には程遠い。
　新設住宅の１戸当たりの床面積はこれまで
述べてきたように、持家、分譲住宅とも東京

と大阪を除き、立地条件や価格を考えなけれ
ば子育て世帯であっても子供の数が２人まで
ならば良質な生活を維持できる規模になって
きている。今後の課題は東京、大阪といった
大都会で良質な分譲住宅の供給と借家の質の
向上にある。民営の借家は施主と居住者が別
であり、施主は住み手の居住状態よりも投下
した資本の利回りを優先して考える。このこ
とは資本主義社会ならば当然のことで、民間
の経済原理に任せておいたのでは良質な借家
の供給は期待できない。このような狭小住宅
が不良ストックとならないためにも、建設戸
数を市場原理に任せておくのではなく公的機
関が介入して供給戸数の上限を設定するか、
住宅の規模や質に不良ストックとならないた
めの下限値を設けることをしなければ、良質
な借家はいつまでたっても供給されることは
ないだろう。

4.3　分譲マンションの特徴
　新設される住宅は持家、貸家、給与住宅、
分譲住宅に分類されそれぞれの戸数、床面積
が統計値として公表されている。そのなかで
給与住宅は戸数が少なく、また貸家は単身お
よび２人世帯を想定したものが大部分であ
る。また持家は施主の意向により多種多様な
ものであるので、ここでは分譲住宅の間取り
と面積を中心に分析を行った。分譲住宅には
マンションと戸建てがあるが供給戸数が分譲

図19　平成18年新設住宅所有関係別平均
床面積



175

桂：仙台市及び宮城県の世帯構成と住宅事情

住宅の中で６割を超えるマンションの間取り
について分析を行った。
　平成18年には全国で約24万戸の分譲マン
ションが供給された。全国的には大手のマン
ション供給業者がそれぞれの地域の状況に合
わせて、各戸の床面積、価格および間取りな
どを調整しながら販売している。床面積は4.1
で示したように、ここでは、地方都市の特性
を残しながら大都市の性格も持ち合わせてい
る仙台都市圏で供給されているマンションの
特徴を分析した。
　大手マンション供給業者は、その時点で販
売しているマンションの主要な間取りの多く
はインターネット上に公開している。すべて
の業者が販売している全住戸の間取りを公開
しているわけではないので、また調査時点で
販売されているものを分析対象としたので、
供給されたものすべてではない。従って統計
的に正確な数値を算出することはできない
が、現在供給されているマンションの特徴は
把握することができる。
　そこで、平成19年８月時点で住友不動産 4）、
三菱地所 5）、三井不動産 6）、野村不動産 7）、大
和ハウス工業 8）、Daikyo9）およびサンシティ 10）

が仙台圏で販売し、間取りをインターネット
上で公開しているマンション157戸を対象と
して分析を行った。間取りの表示はいわゆる
nLDKという形で表示されているが、より間
取りを詳細に表すために納戸Ｎ、ウォークイ
ンクロゼットWIC、といった表記を付加し
ているものも数多くあるが、すべて基本と
なっているnLDKの部分で分類して集計し
た。結果を表１に示す。157戸の中で3LDK
が 55%、4LDK が 37% を占め、この二つの
タイプで全体の９割を超えた。これ以外の間
取りとして2LDK、11戸、5LDK、１戸、が
公開されていた。調査対象が限定されている
のでこの比率の値自体に大きな意味はない
が、販売されているマンションの大部分は
3LDKまたは4LDKであり、これらに加えて

少人数世帯を意識した2LDKがわずかなが
ら供給されてきている、ということができる。
また、マンションとしては大規模と言える
115.6 平米、5LDKのマンションも１戸では
あるが供給されていたが販売開始から時間が
大分経過しているようで、一般的に供給され
ている間取りとは言えない。従って、供給さ
れているマンションの主要なタイプは3LDK
または4LDKであるといって過言ではない。
　この種の間取りは子供が一人ないし二人い
ることを前提とした間取りであり、マンショ
ン購入世帯として子育て世帯を強く意識した
ものとなっている。新規に住宅を取得する世
帯の年齢層からすれば当然の結果ではある。
しかし、独身世帯や若年、高齢を含めた夫婦
二人だけの世帯が増加してきている現状を考
えると、これらの世帯がゆとりをもってマン
ション生活をしたいと思った時には部屋数が
多いことが必ずしも最適とは言えない。
　延べ面積は 2LDK、3LDK、4LDK がそれ
ぞれ73.4、78、95.7平米となっていて4LDK
の面積が他と比較して大きくなっている。部
屋数が増加した分とクローゼット部分など個
室以外の部分が充実しているためである。狭
い物件が多かった一時代前のマンションと比
較すると４人世帯であっても誘導居住面積水
準を満足できるマンションが、価格は別とし
て、増えてきたということがいえ、我が国の
マンションの質的向上が図られてきていると
いえる。また、2LDKは戸数が少なかったが
延べ面積の平均値が73.4 平米と二人で生活
するには不足のない水準になりつつある。
LDや個室の面積を大きく取り単身者や夫婦
のみの世帯が住むことを意識し間取りが少し
ずつではあるが供給され始めているというこ
とができる。
　転用性の高い和室は狭いマンションにはつ
きものであったが、今回調査したマンション
には和室がないものもあった。大部分の和室
は６畳であったが、平均値が６畳を下回って
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いることからわかるように５畳、中には4.5
畳という和室が設けられている例もあった。
2LDK タイプでは７割のプランに和室がな
かったが、3LDKには73%、4LDKには87%
のプランに和室が備わっていた。この点から
後者の二つのタイプは多様な生活スタイルを
想定し、転用性の高い和室を用意することに
よりそのことに対応しようとしている。一方
で前者はLDと個室だけ、といった構成で和
室にこだわらない世帯、あるいは積極的に床
座の生活をしない世帯に向けた間取りといえ
る。
　LD、すなわちリビングルームの面積の平
均値は 3LDK で 13.2 畳、4LDK で 14.5 畳と
なっており、わずかながら前者のほうが狭い。
また 2LDK では 14.5 畳となっている。分析
対象が限定的であるのでLDの面積に差があ
るとは言えない。しかし、すべてに共通して
言えることはＫ、すなわちキッチンはLDと
分離されて設けられていたことである。これ
らのことから、現代のマンションは家族の団
らんの場、ときには接客空間にもなるLDの
面積を個室や和室の面積を削ってでもなるべ
く広くとろうとしているといえる。
　個室は面積の大きい順に１、２、３とした
が最も面積の大きい個室、すなわち、個室１
は主寝室を想定したものである。その平均値
は 2LDK で 7.5 畳と１戸しかサンプルがな
かった5LDKを除いて最も大きかった。こ
れはこのタイプの間取りに主寝室を大きく
取ったものが多かったためで、二つ目の個室
の広さも６畳と他の間取りと比較して小さい
ものではなく、比較的広めの住戸に、部屋数
よりは各部屋の広さを優先して考えられた間
取 り が 多 い こ と を 示 し て い る。3LDK、
4LDK の個室１の面積の平均値はそれぞれ
6.8、7.3畳となっていて4LDKのほうが若干
広めである。２つめの個室も4LDKタイプ
のほうが広く、今回分析したマンションに
限っては部屋数を増やすために各部屋を小さ

くした、といった傾向は見られなかった。全
体の延べ面積が約17平米大きく、部屋数を
増やすために住戸全体を拡大している。しか
しながら、これら個室は洋室でありいす座の
生活を前提としている。すなわちベッドを入
れて生活するわけであるが、個室１にしても
二人分のベッドを入れて生活する空間として
は決して十分というわけではない。また個室
２もほとんどが６畳で、ベッドと机を入れて
生活するには十分な空間ではない。筆者 11)

が以前実施した米国住宅の分析結果をみると
一人で使うことを前提とした個室の面積で約
７畳、主寝室では10畳程度あり、我が国の
住宅においてもいす座の生活がより一般的に
なりつつあるので今後さらに個室の拡大が続
くものと考えられる。
　設備関係では分析を行ったプランの中には
メゾネット形式の住戸も１戸あったが、トイ
レ、浴室はすべての住戸で１か所しかなかっ
た。戸建て住宅では２階建てが多いというこ
ともありトイレは２か所あるのが一般的に
なってきているが、マンションは全体がコン
パクトということもあってトイレを含めた水
回りは１か所しかなかった。高齢者にとって
は寝室とトイレが近いほうが望ましいが、こ
のようなことを踏まえて主寝室の近くにトイ
レが設けられた住宅が今後増えていくことが
望まれる。さらに、できればトイレのみなら
ず浴室も主寝室に隣接して設けられているプ
ランが開発されることが高齢化社会の住宅に
は求められる。

4.4　まとめ
　我が国の住宅建設戸数は一時の低迷から脱
出し年間130万戸近く建設されるようになっ
た。景気回復という観点からは望ましいこと
ではあるが、人口規模から考えれば建てては
壊し、という傾向も見られ、地球環境に負荷
をかけない生活をするという観点からみれば
決していいことではない。建設される住宅の
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内訳を見ても面積の大きくない貸家の建設戸
数が４割を占めており、ストックとして残し
ていける住宅が多く建設されているわけでは
ない。
　しかし、持家に次いで多く建設されている
マンションについてみると、４人世帯までな
らば誘導居住水準面積を達成できる規模の住
戸が供給されており間取りや価格、周辺の生
活環境を別にすればストックとして残してい
ける住宅もそれなりに供給されているといえ
る。
　間取りに関しては和室のない住戸が増えて
きたことや単身者や子供のいない世帯を想定
した規模の大きい2LDKタイプの住宅が、数
は少ないものの、見られるようになったこと
が大きな特徴である。また、以前は面積を切
り詰めるために台所をLDの一部に設けたプ
ランも見られたが、今回分析した間取りに関
してはこのようなプランは見られず、すべて
のプランで台所はLDから独立して設けられ
ていた。またLDの面積も平均で14畳程度と、
一般的な３人ないし４人家族の団らんの場と
して不足のないものであった。
　以上のように、持家、分譲マンションに関
しては４人世帯までならば住生活基本法でめ
ざしている水準を満足できる住宅が供給され
てきているということができる。しかし、供
給戸数の４割を占める貸家の水準が低く、こ
の水準向上が今後の課題である。

Ⅳ．結論
　政令指定都市になり20年近く経過しよう
としている仙台市は大都会としての様相を呈
しつつ、東京や大阪などの大都会にはない良
好な住宅が数多くある。借家の水準が他の大
都市同様に低いものの、単身あるいは２人世
帯まで、と割り切ってみれば一概に低いとも
言えない。ただし、ある程度成長した子供が
いる子育て世帯が居住できるような借家は期
待できない。このような借家が少ないことが

少子化の原因の一つと考えられるので、少子
化対策のためには単身または二人までと割り
切った借家の供給について考え直す必要があ
る。
　単身、２人世帯が増大してきていることも
大きな特徴で、このような世帯構成が増大し
てきていることに合わせた分譲マンションの
供給もわずかではあるが行われている。今後
はこのような少人数世帯を意識した間取りも
増えてくるものと考えられる。郊外の一戸建
てから都心のマンションに高齢者が移住する
ということもあり、この種の間取りの増大は
歓迎すべきことである。
　一方で供給の大半を占める世帯向けのマン
ションではLDの面積は充実してきているも
のの、個室の面積がいす座の生活を快適にす
るためにはやや狭い。この種のマンションに
おいては個室面積の拡大が今後望まれるとこ
ろである。
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